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研究成果の概要（和文）：本研究では、都市の歩きやすさ「ウォーカビリティ」と住民の健康との関連性を、地理空間
情報やその他の統計情報から算出した客観的住環境指標、アンケート調査による主観的住環境評価・健康評価に基づい
て解析した。住宅・土地統計調査の結果を利用した解析では、ウォーカビリティ指標の空間分布傾向と相互の関連性が
示された。静岡県袋井市を対象としたアンケート調査では、住民の主観的住環境評価の地域的な差違が検出され、また
欧米の既存研究で用いられているウォーカビリティ指標が、日本の都市空間においては適切ではない、あるいは欧米と
は異なる解釈を要する場合があることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This research investigated potential association between walkability of 
neighborhoods and health status of residents based upon objective indices of neighborhood environments 
derived from spatial and other statistical databases as well as residents’ subjective evaluations of 
environments and their own health obtained from a questionnaire survey. This research found spatial 
distributional patterns of walkability indices and their mutual associations. A questionnaire survey 
conducted in Fukuroi City, Shizuoka Prefecture, indicated that residents’ subjective evaluations of 
neighborhood walkability varied spatially and that some walkability indices used in preceding research in 
western countries might not work well in Japanese urban structures.

研究分野： 空間情報科学、都市空間解析、医療健康地理学

キーワード： ウォーカビリティ　近隣住環境　身体活動　超高齢社会　地理情報システム (GIS)　健康
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
我が国の都市は、急速な少子高齢化や、環

境意識・石油エネルギー依存に対する危機感
の高まり等を受けて、現在、大きな構造変換
を迫られている。コンパクト・シティ、まちな
か居住等が都市計画のキーワードとなってい
ることは、都市機能が集約され公共交通や歩
行環境の整備された、コンパクトで自動車依
存度の低い職住近接を実現できる都市環境が、
目指すべき新しい都市像となってきているこ
とを示している。 

「都市の歩きやすさ」を意味するウォーカ
ビリティ（walkability; 「walk（歩く）」と
「ability（～できること）」を組み合わせた
造語）は、日常生活の中の歩行を支援・促進す
る都市空間の物理的環境を包括的に示す概念
である。肥満や生活習慣病が「エピデミック
（疾病の大流行）」と呼ばれるほどに深刻な社
会問題となっている欧米では、個人の生活習
慣改善のみに依存した従来の政策的対応への
反省から、都市環境を健康的に整備すること
を通じて住民の健康改善・促進を目指す環境
的なアプローチが注目を集めており、ウォー
カビリティはそうした環境の重要な柱と位置
づけられている。日本でもウォーカビリティ
に関する研究が始まってきている（村山･浅井 
2008; Kondo et al. 2009）が、欧米諸国ほど
深刻ではない肥満問題や都市構造の違いから、
その意義・有効性が疑問視されることもある。 

一方で、身体活動量の低下は日本において
も近年顕著に表れている傾向であり、2000 年
に厚生省（当時）が発表した「21 世紀におけ
る国民健康づくり運動 (健康日本21)」では、
日常の身体活動量を増やす方策として歩行の
増加が推奨されている。歩行は、年齢や性別
によらず誰もが容易に日常生活の中に取り入
れることができる身体活動であり、年齢によ
る体力・身体機能の低下の予防が不可欠な高
齢者にとっても適したものと言える。 
 
２．研究の目的 

上述の背景を踏まえ、本研究では、ウォー
カビリティを超高齢社会において高齢者の健
康的かつ自立的な生活を支える健康インフラ
ストラクチャと位置づけ、それが住民、特に
日本に居住する高齢者の日常生活における身
体活動およびその結果としての健康に及ぼす
影響を明らかにすることを目的とする。これ
により、健康施策としての環境的アプローチ
の有効性を検証し、超高齢社会を迎えた我が
国における都市計画・健康政策へと貢献する
ことが本研究の目標である。 

具体的には、以下の 3点を目的とする。 
 地理空間情報やその他の統計情報を活

用して、近隣居住空間の環境を計量的・
客観的に測定し、都市のウォーカビリ
ティを構成する環境要素を抽出する。 

 住民へのアンケート調査を通じて、住
民の住環境に対する主観的評価と身体
活動量の実態を把握する。 

 上記の結果を組み合わせて、客観的な
住環境指標と主観的評価の関連性、そ
れらと身体活動量との関連性を統計的
に解析し、居住地域の住環境、特にウ
ォーカビリティが住民の身体活動量と
健康に及ぼす影響を明らかにする。 

 
３．研究の方法 
(1) 地理情報システム（GIS）を用いて、既存
の統計データ、地理空間情報などから、近隣
住環境に関するウォーカビリティ指標を算出
する。具体的には、平成 22 年国勢調査の小地
域集計、平成 20 年住宅・土地統計調査の市区
町村を表象単位として公開されている調査項
目、国土基本情報の数値地図、国土数値情報
等のデータを利用した。 
ウォーカビリティ研究では、歩行を支援す

る都市の物理的環境要素を、人口密度
（population density）、歩行者に優しいデザ
イン（pedestrian-friendly design）、土地利
用多様性（land use diversity）という 3つ
の側面に分類して概念化しており、それぞれ
の頭文字が Dであることから、「ウォーカビリ
ティの 3D」と呼ぶ（Cervero and Kockelman 
1997）。上述のデータを使えば、例えば、国勢
調査の人口や住宅・土地統計調査の住宅数情
報により「人口密度」に対応する指標、国土基
本情報の道路ネットワークの情報により「デ
ザイン」に対応する指標、国土数値情報等か
ら得られる都市施設の情報から「多様性」に
対応する指標を、それぞれ算出することがで
きる。 
 

(2) 住民の住環境に対する主観的評価と身体
活動量の実態を調査するため、国際的に広く
用いられている 2 種類の質問紙、簡易版近隣
歩行環境質問紙(Abbreviated Neighborhood 
Environmental Walkability Score; ANEWS; 
Cerin et al. 2006; 井上ほか 2009)と国際
標準化身体活動質問紙 (International 
Physical Activity Questionnaire; IPAQ; 
Craig et al. 2003; 村瀬ほか 2002)の内容
を基に、アンケート調査の質問紙を作成する。
ANEWSに関しては、相対的な道幅の狭さや犯罪
率の低さなど日本の都市環境の特徴を考慮し
て、IPAQに関しては、本研究の目的に合わせ、
徒歩・自転車など交通に係わる身体活動に重
点を置くかたちで、それぞれ質問項目の変更・
調整を行う。また、個人の健康状態に係わる
指標として、主観的な健康状態や身長・体重
等についての質問も導入する。  
アンケート調査は、2015 年 12 月に静岡県

袋井市の約 5,000 世帯を対象として実施した。
「日本一健康文化都市」を目指しており行政
の健康への関心が高いこと、気候的に見て積
雪などによる屋外活動への影響が少ないこと、
JR の鉄道駅を中心に住商混在地域、区画整理
済みの住宅地など幅広い特徴を持った地区が



抽出できること等が、対象地域選択の理由で
ある。 

 
(3) 上記(1)および(2)で得られた結果を基に、
客観的な住環境指標と主観的評価、身体活動
量と健康状態との関連性を統計的に解析する。
個人情報に配慮し、アンケート調査では個人
を特定することのできない町丁目レベルでの
居住地情報のみを質問しているため、客観的
な住環境指標もそれに合わせた空間単位で算
出したものを用いる。 
 
４．研究成果 
(1) まず、平成 20 年住宅・土地統計調査の結
果を利用して、ウォーカビリティの 3D に対応
する住環境指標を算出し、その空間的な分布
と相互の関連性について解析した結果をまと
める。 

住宅・土地統計調査は、総務省統計局が住
宅など人の居住する建物の実態等を把握する
ために 5 年ごとに実施している、全国約 350
万戸を対象とする標本調査であり（総務省統
計局 2008）、個々の住宅に関する項目だけで
なく、地域の住環境に関するさまざまな項目
も調査されている。 

本研究では、平成 20 年調査において市区町
村を表章単位として公開されている調査項目
を精査し、表 1に示す 13 項目をウォーカビリ
ティに関連するものとして抽出した。対象地
域は関東地方 1 都 6 県である。更に、それぞ
れの調査項目を住宅密度、専用住宅の割合な
ど、適切な数量的ウォーカビリティ指標へと
変換した。最寄り施設までの距離についての
調査項目は、距離帯毎の住宅数として集計さ
れているため、500m 未満の住宅の割合をウォ
ーカビリティ指標とすることとした。ただし、
幅員 6m 以上の道路については 50m 未満、公共
交通については鉄道駅まで 200m 未満と、鉄道
駅まで 1,000m 以上でバス停まで 100m 未満の
2つの条件で集計し、計 14の指標を作成した。
なお、全ての指標は高い値がウォーカビリテ
ィの高さを表すよう構成されている。 

図 1 に、ウォーカビリティ指標の空間的な
分布の例を示す。これらの地図が示すように、
ウォーカビリティには大きな地域毎の変動が
あり、都市部あるいは都心部で高い値を取る
傾向が見られた。その強弱には指標毎にばら
つきがあるが、空間統計学的な解析により、
ここで扱った 14 指標の大多数で、こうした傾
向が統計的に有意であることが確認できた。 

次に、指標間の関連性を検証するため主成
分分析を行ったところ、14 のウォーカビリテ
ィ指標は 3 つの因子に集約された。結果を表
1 に示す。因子 1 は住宅密度と施設へのアク
セシビリティで構成され、都心地域の特性に
対応している。因子 2 は専用住宅の割合（住
宅の種類）の低さと建築時期の早さが突出し
た要素となっており、比較的早い時期にでき
た職住近接の残る地域に対応した指標と考え
られる。因子 3 はバス停へのアクセスのよさ

表 1： 住宅・土地統計調査のウォーカビリティに 
関連する調査事項と主成分分析により抽出された 

因子と因子負荷量 
 調査事項 因子 1 因子 2 因子 3

人口密度 住宅数 .895 .153 -.117

歩行者に

優しいデ

ザイン

最寄りの幅員 6m 以上の 

道路までの距離 
.653 -.197 .448

土地利用

の多様性

住宅の種類 .247 -.826 -.222

建築の時期 -.467 .726 .135

最寄りの交通機関までの

距離（鉄道駅） 
.700 .332 -.076

同上（鉄道駅、バス停） -.225 -.213 .785

最寄りの医療機関までの

距離 
.887 -.136 -.018

最寄りの公園までの距離 .707 -.227 .139

最寄りの公民館・集会所

までの距離 
.193 .106 .438

最寄りの老人デイサービ

スセンターまでの距離 
.771 .038 -.005

最寄りの郵便局・銀行ま

での距離 
.903 .104 .049

最寄りの保育所までの 

距離 
.931 .064 -.041

最寄りの小学校までの 

距離 
.907 .185 -.010

最寄りの中学校までの 

距離 

.846 .194 .002

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(a) 最寄りの幅員 6m 以上の道路までの距離が 

50m 未満の住宅の割合（%） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(b) 最寄りの医療機関までの距離が 

500m 未満の住宅の割合（%） 

図 1： 住宅・土地統計調査に基づき算出した 

ウォーカビリティ指標の例 



のみで構成されており、郊外住宅地の特性を
示していると言える。 

この主成分分析の結果は、都市部・郊外部
など地域特性によって充実しているウォーカ
ビリティ要素は異なっており、全ての面でウ
ォーカビリティの整った地域を見つけること
は通常困難であることを示唆している。一方
で、さまざまな地域がそれぞれ得意とするウ
ォーカビリティ要素を持っていることは、そ
れを更に伸ばすあるいは新たな要素を投入す
ることによって、包括的ではないものの好ま
しい方向へとウォーカビリティ環境を改善で
きる可能性も示している。 

 
(2) 次に、静岡県袋井市で実施したアンケー
ト調査の結果についてまとめる。本研究では、
日本郵便のタウンプラスというサービスと、
現地でのポスティングを組み合わせ、4,922通
の調査表を配布した。2016 年 3 月末の時点で
1,351 通の回答が得られている（回答率 
27.4%）。 
配布対象としたのは、袋井市の全 117 町丁

目のうち 18 町丁目と 2 地域であり、JR 袋井
駅を中心に、人口密度、面積、駅からの距離、
互いの連担性などを基準として、古くからの
住宅地、区画整理や民間の開発事業による比
較的新しい住宅地、駅周辺の住商混在地域な
ど多様な地域が含まれるように選出した。こ
のとき、個人の特定を避けるため世帯数 100
以上の地域のみを考慮した。なお、地域毎の
回答率には 13％から 44％まで、大きなばらつ
きがあった（平均 23％）。 
以下では、全回答のうち、居住町丁目、年

齢・性別、地域環境に対する満足度（6項目）、
身体活動量の主観的充足感、身体活動への意
識、主観的健康レベル、身長・体重についての
回答が揃っていた 1,037 通を有効回答とした
解析結果を述べる（有効回答率 21.1%）。 

回答者の男女比はほぼ 1 対 1 であったが、
その年齢構成は男女間で大きく異なっていた
(図 2)。女性では年齢階層間の偏りが、10～20
代と 75 才以上を除き、ほとんど見られないの
に対して、男性では 50 代～74 才までの回答
者が約 55%を占めている。一般的に、年齢によ
って健康状態や健康意識に変化が生じること
を考えると、このデータを用いて男女比較を

行う際には、年齢構成の差に配慮する必要が
ある。また、調査表配布時に可能であれば世
帯のうちの 65 才以上の方に回答して頂くよ
う依頼したため、65 才以上の回答者の割合は
男性で 36％、女性で 29％と、地域の高齢化率 
約 22％（袋井市 2014）と比較してかなり高
い。高齢者に関する情報の収集に重点を置い
た結果であるが、やはり解析の際には注意を
要する。 
表 2 に、地域環境に対する満足度について

の集計結果を示す。全ての住環境項目で、「3．
どちらとも言えない」という中庸の回答が約
30％を占めているが、景観のよさ、犯罪に対
する安全性、歩行者空間の歩きやすさに関し
ては、満足している（「4．やや満足」と「5．
とても満足」の合計）と回答した人が 50％以
上となっている。一方で、歩いて行かれる目
的地の多様さについて満足している人の割合
は 33％と低い。このことから、本研究の研究
対象地域においては、ウォーカビリティの 3D
のうち、デザインについての住民の評価は高
い反面、土地利用の多様性についての評価が
低いと分かる。また、デザインに関連するも
う一つの指標である目的地までの道のりの近
さでは、満足している人の割合は 40％程度に
留まっており、3D の概念においてひとつの D
と捉えられている要素の中でも、住民の満足
度に差違が生じる可能性があることが示され
た。 
 

(3) 最後に、アンケート調査で得られた住民
の地域環境に対する満足度や健康感の空間分
布について解析した結果をまとめる。 
まず、上述の地域環境に対する 6 項目の満

足度、身体活動量に関する主観的充足感（日
常的な身体活動量が足りていると感じている
か）、身体活動への意識（日常、身体を動かす
よう意識しているか）、主観的な健康レベルの
計 9項目について、回答の地域差を調査した。
これらの質問項目は全て、5 段階の選択肢か
ら回答する形式となっており、肯定的な回答

 
図 2: 男女別回答者の年齢構成

0 200 400 600

男性 (51%)

女性 (49%) 

10～20代 30代 40代

50代～65才 65才～74才 75才以上

表 2: 地域住環境に対する満足度 

 1. 2. 3. 4. 5.

歩いて（または自転

車で）行かれる目的

地の多様さ 

11% 27% 29% 25% 8%

目的地までの道のり

の近さ 
9% 25% 26% 31% 9%

景観のよさ 4% 13% 32% 37% 14%

交通事故に対する安

全性 
4% 18% 32% 39% 7%

犯罪に対する安全性 2% 12% 30% 42% 13%

歩行者空間の歩きや

すさ（または自転車

の通行のしやすさ） 

5% 17% 27% 39% 12%

表頭のカテゴリー：  

1. とても不満足、2. やや不満足、3. どちらとも

言えない、4. やや満足、5. とても満足 



（例： やや満足、とても満足）とそれ以外（例： 
とても不満足、やや満足、どちらとも言えな
い）の 2 段階へ集約した後、地域毎に肯定的
な回答の割合を集計し、その空間分布を統計
的に解析した。 

結果、地域環境に対する満足度の 6 項目全
てと、身体活動への意識には有意な地域差が
見られた。一方で、身体活動量に関する主観
的充足感と主観的な健康レベルには、地域差
はないという結果になった。これは、地域間
の住環境の差は住民に認知されているものの、
それが主観的な健康とは関連がないという状
況であり、住環境と住民の健康には関連があ
るする本研究における仮説とは相反する結果
である。しかしながら、回答者の年齢構成に
も地域毎に有意な変動があり、健康に関する
認識にも年齢による変化があることから、信
頼できる結論を得るためにはこうした要因を
考慮したより詳細な解析を行うことが必要で
ある。 

次に、アンケート調査により得られる主観
的な住環境評価と、客観的なウォーカビリテ
ィ指標との関連性を、後者の例として交差点
密度を用いて解析した。欧米における既存研
究では、交差点密度は 3D の歩行者に優しいデ
ザインに対応する指標として、広く用いられ
ている。交差点密度が高い地域は道路の接続
性が高く移動に便利であると仮定し、交差点
密度が高いほどウォーカビリティが高いと捉
えられる。 

地域環境に対する 6 項目の満足度のうち、
交通事故に対する安全性、犯罪に対する安全
性、歩行者空間の歩きやすさの 3 項目では、
統計的に有意な相関が認められたが、全て負
の関係であり、既存研究とは逆の結果となっ
た。欧米の研究で扱われている住宅地では、
クルドサック（行き止まり）を多用した通過
交通対策が導入されていることが多く、交差
点密度が低く移動に遠回りを要するウォーカ
ビリティの低い環境がしばしば見られるが、
本研究の対象地域にはそうした環境は少なく、
交差点密度の地域差が相対的に小さいことが、
こうした結果となった一因と考えられる。あ
るいは、交差点密度が高い地域では、出発地
と目的地との位置関係によっては、道路を横
断する回数が多くなる可能性があり、これが
住民に歩きにくさと捉えられていると考える
こともできる。この結果は、欧米の既存研究
で用いられているウォーカビリティ指標が、
日本の都市空間においては適切ではない、あ
るいは欧米とは異なる解釈を要する場合があ
ることを示す一例である。 

本研究では、公共施設や商業施設へのアク
セシビリティやそれらの施設密度、公共交通
機関へのアクセシビリティ、人口・住宅の密
度など、さまざまな客観的ウォーカビリティ
指標も準備しており、それらと主観的な環境
評価・健康評価との関連性の調査を引き続き
行っていく。地域レベルの解析完了後は、更
に個人レベルの変数を組み込んだ解析を行い、

地域の住環境が住民の健康に及ぼす影響につ
いての検証を進めていく。 
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